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要約

本論文は、都市の成長管理の系譜について、近代都市計画における緑地計画の歴史的変

選の視点から考察したものである。拡大する都市の成長を如何に整序化し、制御するかは、

近代都市計画における基本的テーマであった。成長管理からみた緑地計画は、パークシス

テム、田園都市論、リージョナル・プランニング、グリーンベルトの四つの類型に大別さ

れる。

都市計画の手法として、法制度、財源を含めて、最も初期に成立したものが、アメリ

カで発達したパークシステムである。これは、公園緑地と広幅員街路という良質の基盤整

備を行うことにより、計画的に市街地開発を誘導し、あわせて自然環境の保全、及び緑地

の創出を行ったものであった。 19世紀中葉から半世紀に及ぶパークシステムの実践を踏ま

えて、マスタープランに基づく都市計画の考え方が醸成された。

イギリスで発達した田園都市論は、都市の適正規模と成長の道筋を示したものであり、

1920年代のリージョナル・プランニングの形成に大きな影響を与えた。リージョナル・プ

ランニングの考え方は、世界各国で独自の展開を経て今日に到っている。グリーンベルト

施策により成長管理を持続的に行ってきたのがイギリス、自然保護と景域保全を基礎に、

永続的土地利用をテーマに成長菅理施策の積み上げを行ってきたのがドイツである。アメ

リカでは、リージョナル・プランニングは大都市圏の拡張計画となった。日本では開発の

制御及び緑地保全に関する損失補償及び財源確保に関する施策が立ち遅れたため、無秩序

な市街地の外延的拡大を十分に制御することはできなかった。

近年、アメリカでみられる成長官理は、伝統的手法に加えて、コミュニティの再編、エ

ネルギー問題、持続的土地利用、地球環境の保全等の様々の問題に、まちづくりの視点、か

ら多様な施策を導入しているものである。また、日本においても、地方分権の動きを受け

て、都市計画への市民参加が始まっており、緑地計画においても新しい萌芽がみられる。

*千葉大学講師
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はじめに

都市への人口、産業、交通の集中に伴う、市街

地の拡大を如何に制御するかは、近代都市計画に

おける主要なテーマであった。都市における緑地

計画は、アメニティやレクリエーション、自然環

境の保全といった緑地本来の役割に加えて、成長

管理のための土地利用施策を主要な柱として、世

界各国の実情にあわせて、様々な発達をとげてき

た。

成長管理 (Managementand Control of 

Growth)という用語は、 1970年代よりアメリカ

において定着してきたもので、次のように定義さ

れる110

「成長官理とは、開発の形態、位置、割合、質を

含む土地利用を計画的に誘導するために、行政が、

様々な都市計画技術、手法、計画、活動を用いて

行う政策であり、理想的には、意志決定のプロセ

スが明白であり、計画変動要因やトレード・オフ

に関する情報が提供されており、コミュニティの

成長と土地利用の目的が合致する総合的、効率的、

積極的政策である。」

モータリゼーションの発達に伴い、 1920年代よ

り、低密度の郊外開発が展開されてきたアメリカ

では、インナーシティの荒廃と連動し、郊外の再

編が大きな課題となっており、成長管理という領

域の成立は、遅きに失したアメリカ都市計画の現

状を端的に示している。

19世紀中葉以降の近代都市の形成過程で、成長

管理を都市計画の柱として追求し続けてきたのは、

ヨーロッパ諸国であり、日本の都市計画思潮の形

成にも大きな影響を与えてきた。しかし、「都市を

計画するJという総合計画の概念をいち早く確立
し、都市計画の領域に新しい時代を切り開いたの

は、むしろアメリカであり、 1920年代以前のアメ

リカの都市計画には、後に各国の手本となった優

れた成長管理が存在した。

本稿は、近代都市における緑地計画を成長管理

という観点から分析することにより、現代の成長

管理の動向を歴史的視座の中で明らかにすること

を目的とする。

l.劃怖の成長管理からみた緋鵠個の類型

近代都市計画は二つのテーマを有していた。第

一は、産業革命、市民革命により加速された都市

への人口と機能の集中に対し、既存の都市に大改

造を加えることであり、第二は、拡大する市街地

の成長管理であった。

第一のテーマに対する都市改造の代表的事例が、

オスマンによるパリ改造(1853-1870年)であ

った。都市内幹線街路の整備、公園の系統的配置、

上・下水道、墓地などの抜本的都市基盤整備の実

施はヨーロッパ諸国に大きな影響与え、ウィーン

におけるリンクシュトラーセの整備(1858年開始)、

ブリュッセルの都市改造(1860-1880年)、スト

ックホルム改造計画 (1866年以降)、バルセロナ

拡張計画(1870年以降)等がこれに続いた九

第二のテーマである都市の成長管理については、

城壁という明確な都市と田園を画する構造を有さ

なかったロンドン、及び新大陸アメリカの諸都市

で生まれた。

ロンドンでは、既にエリザベス l世 (1580年)

の頃より、外周に建築を制限する区域を設定する

考え方が生まれ、 19世紀にはいると、ラウドンに

より環状緑地帯構想が出された (1829年)九今日

に連なるグリーンベルト思潮の萌芽である。しか

し、ロンドンにおけるグリーンベルトの実現には、

その後約一世紀の時を要し、先駆的に整備が行わ

れたのは、オーストラリア、ニュージーランドの

植民都市(アデレード、ウェリントン、クライス

トチャーチ等)であった九これらの都市がハワー

ドの田園都市の考え方に大きな影響を与えたこと

は、よく知られている九

一方、アメリカの諸都市における展開は全く異

，なるものであった。ニューヨー夕、サヴァンナ、フ

ィラデルフィア等の都市は、基本的にジョージア

期のロンドンの住宅地開発を規範とし、格子型街

路システムと広場の組み合せにより、基盤整備が

行われた。しかし、 19世紀中葉の産業革命、技術

革新の進展、交通網の発達、移民の大量流入は、都
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市人口の膨大な増加をもたらした。このような背

景の中で生まれた成長管理の手法がパークシステ

ムである。パークシステムとは、正確には“公園

と広幅員街路の系統"(Parks，Parkways and 

Boulevard System)と呼ばれるものであり、公

園と広幅員街路という良質の都市基盤整備を行う

ことにより、良質の市街地開発を誘導し、あわせ

て水源地、河川沿いの緑地、段丘崖、貴重な動植

物の生息地を保全したものであった。これは、今

日の生態系回廊 (EcologicalCorridor)の考え

方の先駆的事例である。

20世紀初頭になると、アメリカでは近代都市計

画運動が展開されるようになった。これは、 19世

紀中葉より、ニューヨー夕、ボストン、シカゴ等

の主要都市で実施に移されてきたパークシステム

の実績に基づくものであり、都市の将来動向を土

地利用、人口、交通、緑地保全などの視点から予

測し、マスタープランを都市計画の基本に据え、公

共投資を収れんさせていくという考え方である。

1916年にニューヨーク市でゾーニング条例が導入

されると、全米の都市では、各地で都市計画委員

会の設立があいつぎ、 1907年から1927年の聞に、

総合計画を策定した都市は176、ゾーニング条例を

導入した都市は525、都市計画委員会を設置した都

市は390にのぼったヘ

一方、イギリスでは、 1898年にエベネザー。ハ

ワードの「明日:真の改革に向けての平和的道」が

出版されると、田園都市運動が展開されるように

なり、レッチワース (1903年設立)、ウェルウィ

ン・ガーデンシティ(1920年設立)の二つの田園

都市が誕生した。ハワードの田園都市は人口32，000

人を計画目標とし、これらの田園都市が母都市を

取り囲み約25-30万人の都市圏(ハワードは、こ

れを社会的都市と呼んだ)を構成することを目標

とした。

この社会的都市の考え方に触発されて、 1920年

代に成立したのが、リージョナル・プランニング

である。リージョナル・プランニングとは、地方

計画もしくは地域計画とも訳されるが、その本質

は広域都市計画である。リージョナル・プランニ

ングの内容は、 1924年にオランダのアムステルダ

ムで開催された第8回国際都市計画会議における7

カ条の宣言に端的に示されている九これは、大都

市の無限の膨張は決して望ましいものではない(第

一条)という前提のもとに、この解決のために、衛

星都市の建設(第二条)、緑地帯の導入(第三条)、

交通問題の解決(第四条)をリージョナル・プラ

ンニングの三本の柱としたものである。今日に連

なる大都市圏計画における成長管理の考え方は、こ

こを分岐点とし、世界各国の実情に応じて様々な

展開がみられた。

以下、本稿では、近代都市計画における主要な

成長管理施策を緑地計画との対応から、パークシ

ステム、田園都市論、リージョナル・プランニン

グ、グリーンベルトの四つの類型に分類し、その

特質について考察する。

2.パークシステム論

2. 1 パークシステムの類型

ノfークシステムは、既に述べたように19世紀中

葉から20世紀初頭にかけてアメリカで発達したも

のである九その成立の経緯及び特質から、パーク

システムは大きく次の五つの類型に分類される。

①新市街地の基盤整備型

拡大する市街地の都市基盤整備の手法として

生み出された伝統的タイプであり、ボストン市

のパークシステムに代表される。その特色は、

コモン等、既存の緑地のストックを中核とし、

河川沿いの緑地、海浜地、水源地等、都市的利

用に供すべきではない地域及び貴重な自然環境

を、連続した緑地の系として確保したものであ

る九

②防災都市計画型

大火後の復興計画の一環として整備されたも

ので、シカゴに代表される。公園や広幅員街路

などのオープンスペースの延焼防止機能に着目

したものである:九

③自然環境保全型

良好な自然環境を有していた新興都市におい

てっくり出された、環境保全型パークシステム
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であり、ミネアポリスに代表される 11)。

④新興都市建設型

20世紀初頭の新興都市整備の中で展開され

たもの。新しい都市の建設にあたってパークシ

ステムを都市の骨格として敷設したものであ

り、特別賦課金及びこれを担保として特別賦課

金債を発行し、成功を収めたカンザス・シティ

がその代表的事例であるヘ

⑤郊外住宅地整備型

ニューヨークのパークシステムが典型的事例

であり、ブルックリンを発祥の地とし、今日の

ニューヨーク広域圏の骨格を形成している。都

市計画史上、大きな影響を与えたのが、ウエス

トチェスター郡のパークシステムである印。こ

れは、自動車交通時代の幕開けと同時に整備さ

れたもので、財源は郡が債券を発行し充当した。

その償還は郡全体の不動産税によりまかなわれ

たため、土地評価額の増大が、直接、パークシ

ステム整備の財源を潤すこととなった。しか

し、今日、膨大な緑地が確保されてきたという

実績はあるものの、低密度の都市圏の拡大は、

前述したような都市問題を引き起こしてきた。

2. 2パークシステムの意義

近代都市形成期におけるパークシステムの意義

をまとめるならば、次の通りである。

第一は、ノqークシステムは都市基盤形成の仕組

みに、変革をもたらしたという点である。住宅、公

共施設、街路だけではなく、建築を許容しない緑

地を社会資本のーっとして位置づけ、都市計画の

前提としたことは、緑地を成長管理の手法として

導入した先駆的試みであった。

第二は、パークシステムの整備が経済合理性を

満たしたという点である。すなわち、良質の基盤

整備に伴う隣接地の土地評価額の増大が、税収に

反映し、財源を潤すこととなった。このことから、

受益者負担の考え方が一般化され、都市基盤整備

のための様々の税収の仕組みが生み出された(目

的税、増地価税、特別賦課金、受益者への課税等)。

第三は、都市の将来動向を予見し、先行的に基

盤整備及び保存地を計画するという考え方が、総

合計画の考え方を生み出し、近代都市計画運動を

推進する原動力となった点である。

3.田園都市論

近代都市計画の主要な柱のーっとなったものが、

ハワードの田園都市論である。

ハワードは、都市の有する高賃金、雇用の機会、

娯楽等の魅力と、農村の有する自然の美しさ、豊

かな水、新鮮な空気は二者択一のものではなく、両

者の利点を兼ね備えた第三の選択肢があると唱え

た。これが田園都市である。計画目標は、人口

32，000人、市街地面積400haで、市街地を2，000ha

の農地(グリーンベルト)で取り囲み、都市の領

域を定めるものとした。そして、田園都市には、次

の四つの原則が導入された。

第ーは、田園都市の建設にあたっては、その理

想を持つ人々が、株式会社を組織し、土地の一括

買収を行い、土地は会社が所有し、地代による収

益は田園都市全体の運営に還元されるものとした。

第二は、田園都市は、産業と健康的な生活が共存

するよう計画されるものとした。第三は、都市を

囲む農業地帯もまた、田園都市株式会社が所有し、

恒久的にグリーンベルトとして維持されるものと

した。第四は、都市の拡大を制御するため、一つ

の田園都市が計画された人口に達した場合には、第

二の田園都市を建設し、高速交通機関で結び、一

つの都市圏を構成するものとした。これが、「社会

的都市」と呼ばれるものである。

この田園都市論の要点は、都市全体の土地が田

園都市株式会社により所有されているという点に

ある。これは、開発及び都市の成熟化に伴う地価

の上昇に代表される開発利益を、個人に分散させ

ることなく、会社に環流させる仕組みをつくりだ

しておくことにより、成長菅理の切り札としての

非営利的グリーンベルトの維持を可能としたシス

テムであった。

ハワードの田園都市論は、単に理想都市論に留

まらず、実際に建設に移されたことが重要であっ

た。しかし、こうして設立された田園都市はレッ

チワースとウェルウィン・ガーデンシティの二つ
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に留まった。それならば、人口3万人強の二つの町

の建設が、伺故、近代都市計画の形成において一

時期を画したと評価されるのであろうか。

4. リージョナル・プランニングと

グリーンベルト

これを理解するためには、ハワードの社会的都

市に触発されて成立したリージョナル・プランニ

ングについて検討を加えなければならない。既に

述べたように、リージョナル・プランニングは、

1920年代に成立した広域都市計画であり、世界各

国の事情に応じ、多様な発展を遂げてきた。ここ

では、アムステルダム国際都市計画会議以降の展

開について、イギリス、 ドイツ、アメリカ、日本

を事例として述べる。

4. 1 イギリスにおけるリージョナル・

プランニング

イギリスにおけるリージョナル・プランニング

は、 1919年の住宅及び都市計画法の改正により、

連合都市計画委員会の設立が法制化されてから、行

われるようになった。ゴードン・チェリーは、こ

の背景には、 36の広域自治体により 19世紀末より

っくりだされてきたボストン広域パークシステム

の先例が大きな影響を与えたと述べているヘ

イギリスのリージョナル・プランニングの方法

論としての基礎は、パトリック・ゲデスによって

もたらされ、これを具体的計画に展開したのが、パ

トリック・アーパークロンビーであった。イギリ

スの最初のリージョナル・プランニングは、アー

ノ〈ークロンビーとシドニ一、アーサー・ケリーの

共作であるダブリンの都市計画競技設計(1914年)

の中で提案されたが、この案にはアメリカのパー

クシステムの影響が強く反映されているl九

アムステルダム国際都市計画会議が開催された

1924年には、ロンドン・カウンティ議会が、大ロ

ンドン地域においてグリーンベルトの導入を検討

するための委員会の設置を議決したへ 1927年、保

健省は大ロンドン地方計画委員会を召集し、この

問題に関する検討を開始した。この調査を担った

のがレイモンド・アンウィンであり、 1929年に第

一次計画へ 1933年に第二次計画18) を発表した。

この中でアンウィンは、「ロンドンの無秩序な外延

的拡大の遮断地を確保するための、最も希望的か

っ有効な手法はオープンスペースの帯 (agirdle 

of open spaces)を保全することにあるJとし、

詳細な緑の帯の計画を提案した。この緑地帯は、

1938年のグリーンベルト法の成立により、用地買

収のための財源が確保され、今日のグリーンベル

トの中核を構成する緑地となっている。

続いて、 1944年に策定された戦災後の大ロンド

ンの将来像を示したアーパークロンビーによる「グ

レーター・ロンドン・フラン」では、ロンドンを

中心に四つの環状帯が設定され、第一の環状帯は

工場を移転し、人口を減少させる地域、第二の環

状帯は新たな人口と工場を増加させない地域、第

三の環状帯は市街地の連担を防ぐグリーンベルト、

第四の環状帯は古くからの地域特性を損なうこと

なくニュータウンを建設する地域とされた1剖。

この計画は、 1947年の都市計画法の改正により

実現に移された。グリーンベルトは、 1938年のグ

リーンベルト法により公有地として確保された緑

地を核とし、ゾーニングによる開発規制が導入さ

れた。すなわち、グリーンベルト内では、地方計

画局の許可がなければ、すべての開発はできない

こととなった。地権者の開発利益の損失について

は、 1942年のアスワット委員会により、「補償と

開発負担金J(Conpensation and Betterment)田)

として詳細な報告が出されており、 1947年法の施

行にあたっては、施行日まで、に、地権者が損失補

償を請求できるという暫定措置がとられた。実際

に届け出があり、審査に基づき政府が支払った総

額は3億8，000万ポンドであった2九こうして、グ

リーンベルト施策の法的枠組は整えられた。グリー

ンベルトはその後の都市化の進展により、後退を

余儀なくされてはいるものの、今日なお、イギリ

スの土地利用政策の要としての役割を果たしてい

る。
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4. 2 ドイツにおけるリージョナル・

プランニング

ドイツにおいては、 1910年、大ベルリン都市計

画競技設計が行われ、広域都市計画に新しい時代

が聞かれた。この競技設計の一位当選案は、大ベ

ルリンを取り囲む緑地帯を提案したものであった制。

大ベルリンでは、森林地帯の買収が1911年より開

始され、ベルリン市の建設局長マルティン・ワー

グナーにより精轍な緑地計画論が構築された。

1925年には、「国民保健のための樹林地保存及び

沿岸道路開放に関する法律」が制定され、大ベル

リンの森林、約20，OOOhaが保存地に指定され伐採

許可制が導入された。 1929年にはワーグナーとコ

ッぺンによる自由空地計画が策定され、放射環状

型の緑地構造の基礎が形成された制。

また、ルール地方では、炭田の開発により、土

地利用、交通、衛生面での市町村閣の計画の整合

を図ることが大きな課題となっており、 1920年、

リージョナル・プランニングのための広域行政体

が成立した。これは、 46市、 222町村、人口

3，900，000人を包含するものであり、主要鉄道の

建設、交通機関の整備、水路・運河の確保、緑地

の確保、新都市の計画を行った。森林の伐採にあ

たっては、新たな植林を義務づけ、全地域の37%

(141，000ha)が緑化された。

1935年にはドイツ自然保護法が成立し、国立自

然保護研究所が1936年に設立され、生態学に基づ

く土地利用計画の基礎的学問領域が確立された。今

日のドイツの土地利用及び都市計画は、「自然保護

及び景域保全法Jに基づき、国土全体の自然保護、
景域の持続的維持、及び自然環境の復元の大綱を

定め、州、広域、市町村の各レベルでの景域計画

が策定されている。これは市町村の土地利用計画

(Fプラン)と地区詳細計画 (Bプラン)に反映さ

れており、生態学に基づく階層性を有する計画論

が土地利用の基本となっている制。

4. 3 アメリカにおけるリージョナル・

プランニング

アメリカのリージョナル・プランニングを代表

するものとしては、 1922年に策定が開始されたニ

ューヨーク・リージョナル・プランがある制。計画

対象地域は、マンハッタンより60-80km圏でニ

ューヨーク、ニュージャージ一、コネティカット

の三州にまたがる面積5，528平方マイル、 400の

自治体を包んでいた。(現在の計画区域は、面積

13，000平方マイル、 1600の自治体に拡大してい

る。)計画全体を統括したのは、トーマス・アダム

ス。そして、その才能に着目し、アダムスを抜て

きしたのが、経済界の実力者であったチャールズ・

ノートンであった。計画の目標は、郊外における

適切なオープンスペースとレクリエーション施設

を有する経済的な住宅の建設、及び工業の再配置

と交通体系の整備であった。

計画の策定にあたっては、民間のラッセル・セー

ジ財団が基金を提供し、専門家を雇用し、総合的

調査、計画立案を行う方式が採られた。基礎調査

は、経済、工業、財政、人口、地価、交通、港湾、

レクリエーション、建築規制、ゾーニング、住宅

地開発、公共サービスの各分野について行われ、大

都市圏における土地利用と都市基盤整備の将来像

が描き出された。重要な点は、この計画は、非政

府組織 (NGO)が策定したものであり、法定計画

ではないということである。それぞれの都市の計

画は、当該都市の都市計画委員会が決定するもの

であり、この計画の目的は、必要とされる公共投

資の対象と方向性を絞り込むための大都市圏の全

体像を描き出すことにあった。

この巨大な計画の近代都市計画における意義は、

次の二点にある。第一は広域圏におけるインフラ

ストラクチュアの整備であり、第二は人間的生活

空間の原単位をコミュニティの中に求めたことで

ある。前者の巨大プロジェクトの推進者は、ニュー

ヨークのマスター・ビルダーと呼ばれたロノ〈ート・

モーゼス、後者は近隣住区論を提案したクラレン

ス・ペリーであった。モーゼスは、交通体系の整

備、パークシステムに基づく郊外レクリエーショ

ン空間の整備と緑地保全等を推進し、 760km道路

整備と75の州立公園の事業を遂行した。一方、ペ

リーの近隣住区論に基づいてっくり出された住宅

地はラドパーンの一部に留まったが、その考え方
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はあまねく世界各国に広がった。

しかし、既に述べたように、この二つの特質は

相互補完的には働かず、むしろ新たな都市問題を

招来した。すなわち、広域インフラの整備は、結

果として、更なる都市機能の集積と市街地の外延

的拡大をもたらた。郊外住宅地では、コミュニテ

ィを重視した低密度住宅が建設されたが、ゾーニ

ング規制を導入することにより、コミュニティの

均質性を守る施策が採られたため、貧困層が救済

される道は聞かれず、都心に残されたインナーシ

ティの問題は、今日に連なる負のストックを生み

出すこととなった。こうして、成長を制御すると

いう思想は急速に失われていった。アメリカでは、

イギリスの田園都市計画の影響を受け、グリーン

ベルトを有する都市が1930年代に建設されたが、

そのほとんどは、戦後、緑地保全に対する歯止め

を失い、失敗に終わっている制。

4. 4 日本におけるリージョナル・

プランニング

アムステルダム国際都市計画会議が開催された

のは、関東大震災の翌年であり、都市の復興と市

街地の拡大が、大きな課題となっていた時期であ

った。リージョナル・フランニングの重要性をい

ち早く唱えたのは、その紹介者である飯沼ー省で

あり、池田宏、関一等が、それぞれ東京、大阪で

取り組みを開始した。 ドイツ語のGrunfrachenを緑

地と翻訳し、緑地計画の基礎を築いたのが北村徳

太郎であった2九

日本において策定されたリージョナル・プラン

ニングの晴矢は、 1932年から 1939年まで約7年

の歳月をかけて策定された東京緑地計画であり、東

京を中心とする半径50km圏、面積96万2000ha

が対象区域となった。東京緑地計画では、景園地

(37カ所、 289.143ha、今日の自然公園)、行楽道

路(180路線、延長3.882km)、環状緑地帯、大公

園 (40カ所)、小公園 (591カ所)の計画が策定さ

れ、今日に連なる首都圏の緑地のインフラが描き

出された加。

このうち、今日の23区の外縁にほぼ相当する地

域に計画された環状緑地帯は、アンウィンのグリー

ンガードル、 ドイツの放射環状緑地帯の影響を受

けたものであり、市街地の外延的拡大を制御する、

恒久的緑地帯として提案された。環状緑地帯の面

積は4.120万坪、このうち既存集落及び住宅地620

万坪、河川敷1.000万坪、道路敷き 170万坪をの

ぞいた農林業地域2.330万坪の買収費は総額1億

4.840万円と試算された却。

これは、当時としても莫大な金額であった。事

業の実現にあたっては、昭和15年が紀元2.600年

にあたることから、その記念事業として環状緑地

帯内に7カ所の大緑地(砧、神代、小金井、大泉、

舎人、水元、篠崎)、面積250万坪が計画された。

用地買収費を捻出するために、これらの緑地は防

空対策(避難、高射砲の陣地、飛行機の発着等)上

の防空緑地として位置づけられ、国庫補助が導入

され、事業化された。また、ゾーンとしての環状

緑地帯の枢要部は、防空法に基づく空地帯 (2.957

万坪)に指定された。

このようなグリーンベルトの考え方は、 1946年

の戦災復興の特別都市計画法の中で法定化され、都

市計画区域を市街化区域、緑地地域、留保区域に

分けることとされた。東京区部の外縁に指定され

た緑地地域は、面積546万坪に及んだ。しかし、こ

の緑地地域は、私権の制限に対してなんら損失補

償を伴うものではなかったこと、また、市街化の

圧力が極めて高かった等により、 1948年当初の指

定から、実に29回に及ぶ小刻みの解除をへて、 1968

年の新都市計画法の公布に伴い、 1969年、全面的

に廃止された。

また、首都圏を対象とする広域計画においては、

1956年の首都圏整備法において、近郊地帯が、グ

リーンベルトとして計画されたが、同様に都市化

の進展に歯止めをかけることはできず、 1965年廃

止された。代わって、良好な市街地整備を計画的

に誘導する地域として近郊整備地帯が指定された。

しかし、この中には、緑地の保全に関する規定が

なかったため、 1966年、首都圏近郊緑地保全法が

制定され、近郊整備地帯内における緑地の保全が

位置づけられた。これは近郊整備地帯内に対象を

絞ったものであり、グリーンベルトの思想は大き

く後退した。 1968年、都市計画の改正により、市
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街化調整区域の制度が導入され、市街化を抑制す

るための法的枠組が整ったが、永続的に緑地を維

持していくためのシステムは、今日なお、大きな

課題として残されている町，机担)。

管理施策の歴史的特質について述べた。最後に、成

長管理という点からは、日本と同様に著しい立ち

遅れをみせていたアメリカの近年の動向について

言及する。

今日の首都圏計画は、一極集中型から多極連合

型都市圏の構造への再編を目指しているが、世界

の大都市圏が、それぞれの状況に応じて進めてき

た緑地を成長管理の基盤となる社会資本として確

保していくというヴ、ィジョンは、いまだ描き出さ

れていない。

5. 1 アメリカの成長管理

成長管理という都市計画用語が、 1970年代にア

メリカにおいて定着したことについては既に述べ

た通りである。表1は、成長管理のために代表的な

都市計画手法を、アルファベット順にまとめたも

のである制。内容は、伝統的に使われてきた、ゾー

ニング、グリーンベルト、総合計画等から、新し

い手法としてこの間、注目をあつめてきたTDR(開

発権移譲)、ポイント・システム、ダウンゾーニン

5.現代の成長管理と緑地

近代における緑地計画の視点から、各国の成長

表1 アメリカにおける成長管理の手法

成長管理の手法 内 n壬~ヲp 

Action Planning (行動計画)
広域圏における課題を、各制の主体的取組問、解決していくた[
めの具体的行動指針。

Aesthetic Controls (美のコントロール) 開発計画のデザインを規制することにより、開発の質を制御するもの。

Agricultural Zoning (農地、'fーニング)
農地としての土地利用を持続させることを目的とし、開発及び土地投機
を制限すること。

Amenities Requirements 条例または話合いにより、当該コミュニティの質にふさわしいアメニテ
(アメニティに関する要件) ィに関する要求を開発のための与条件とすること。

Bui1ding Codes， Bui1ding Permits 建築の質・形態・規模に関する基準、許可基準を設定することにより、開
(建築基準・建築許可) 発の質を管理する。

Capital Programming 
総合計画に基づく、財政計画に裏打ちされた長期的な基盤整備のプログ

(基盤整備のフ。ログラム)
ラム。公共サイドの計画を指すことにより、開発の位置、時期、質をコン
トロールする。

Carrying Capacities (環境容量) 立地の有する自然的、生態的特質を分析し、開発容量を規定するもの。

Compensable Regulations 
開発制限に伴う地権者への損失補償に関する規定。

(損失補償規定)

Comprehensive Planning (総合計画) 行政政策を具体化し、都市経営の目標を示した基本的計画。

Conservation Zoning (保全ゾーニング) 損なわれやすい自然、希少性の高い自然地域の保全に関する、'fーニング。

Construction Tax (建設税) 開発地の規模や建設戸数に対して賦課する特別税。

Development Rights Transfer 
ある地域の有する開発権を公開された市場において交換することによ

(開発権移譲)
り、適切な保全及び開発を誘導すること。 TransferDevelopment 
Rights (TDR)とも呼ばれる。

Destricts“Ti巴red"(段階的地区開発)
段階的開発の技術であり、特定地域の開発を方向付けるために先導的に
行われるもの。
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成長管理の手法 内
打骨、，

Down -Zoning (ダウンゾーニング) 開発容量の見直しによる縮小化。

Energy Siting (エネルギー施設の立地) 原子力発電所、送電線の立地と開発計画の調整。

Environmental Controls (環境管理) 大気、水質、騒音、水害等に関する環境管理計画。連邦政府が当初の基準
を作成。

Environmental Reviews 
環境影響評価に基づく開発の制限と選択的成長への移行。

(環境レヴュー)

Extraterritorial Powers 地方自治体が、その領域外の地域に対し、「影響の生ずる範閉」において、
(区域外に対する行政力) 行政上の力を行使することができるもの。

Floating Zones (流動的ゾーン) 適用されるゾーニングに関して、協議の余地を残した柔軟性のあるゾー
ン。状況判断 (Wait-and-SeeZoning)ゾーニングともいわれる。

Green Belts (グリーンベルト) 緑地保全、公共施設等の土地利用のために確保されるオープンスペース。

Historic District (歴史的地区) 歴史的風土保全地区。

Holding Zoning (保留地ゾーニング) 農地及び大規模区画ゾーニング等を含む保留地ゾーニングであり、状況

判断ゾーニングの一種。

Incentive Zoning (誘導的ゾーニング) 特定の開発条件を満足させることを条件とし、開発者にボーナス等を提
供し、良質の開発を誘導すること。

Land Banking (土地の備蓄) 開発の立地制限、土地投機を未然に防ぐために、実際の需要が生じる前
に、公共が土地を取得すること。

Point Systems (ポイント・システム)
条例によって定められた評価システムに基づき、良好な開発に対して得

点(ポイント)を与えるもの。

Population Caps (人口制限) 人口に関する上限を規定したもの。

Regional Taxation (広域圏税) 広域圏における自然環境の保全や都市施設の適性配置のために広域圏を

ベースとする税を賦課すること。

Social Analysis (社会的分析) 環境影響評価の一環として取り入れられているもので、特定の開発がも
たらす社会的影響について分析するもの(市民意識の分析などを含む)。

Special Permits (特別許可)
良好な開発を誘導するために、特定の地区に限定して提供される特別許

可制。

State Planning (州計画)
州レベルの計画であり、データの収集・堤供を通して、特定の土地利用や

開発の適合性について広滋レベルからレヴューするもの。

Subdivision Control 
開発に伴う敷地計画の規定であり、伝統的に用いられているもの。

(宅地開発コントロール)

Taxation Methods 開発に伴う成長管理の手法であり、開発を誘導するものから、開発を阻
(税による成長管理手法) 止するものまで、多様な手法がある。

ゾーニング、開発許可、都市施設の立地について、自治体が、タイム・ス
Timing /Phasing (段階的計画) ケジュールを提示することにより、基態整備に適合する成長管理を行う

もの。

User Fees (受益者負担) 受益者が応分の基盤整備もしくはメンテナンスの費用を負担すること。
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グ、基盤整備のスケジュール化等、多様である。そ

の特色は、次のようにまとめることができる。

(1)州及び広域計画及び総合計画との連携の強

化

地球環境問題の顕在化により、限られた

自然環境を持続的に維持し、資源の消費を

防ぎ、エネルギー消費を減少させる土地利

用への転換が大きな課題となっている。

このためには、個別の自治体での取り組

みに加えて、ナト|及び広域圏におけるマスター

プランとの整合を図ることが、強く認識さ

れるようになった。

(2)緑地保全のための施策の多様化

従来のゾーニングによる成長管理は、開

発の規模や種別、最小宅地規模、デザイン

の質などを制御することに重点がおかれて

きたが、結果として低密度の外延的市街地

の拡大を防ぐことはできなかった。

これに対して、新しい潮流は、人聞が居

住する区域を集約し、大規模な緑地を保全

していこうとするものであり、アメリカで

は伝統的に挫折してきたグリーンベルトの

考え方が再生しつつある。

このためには二つのアプローチがある。第

一はコンパクトな都市開発を誘義するため

に、 TDR、ポイント・システム、特別許可、

インセンティブ・ゾーニング等の手法の導

入であり、第二には大規模な保全地取得の

ための公共の財源の確保、環境保全行政と

上下水道行政の連携、 TDR、各種受益者負

担税の導入等、多様な施策が取り入れられ

ている。

(3)開発容量の導入

地域の自然的、生態的特性をふまえて、環

境容量を設定し、人口のシーリング及び段

階的基盤整備のプログラムをマスタープラ

ンの計画条件として導入することにより、成

長管理を行う考え方が一般化されるように

なった。

(4) NGO等の非政府組織の成長管理施策への参

画

従来の市民運動が力をつけ、企業、行政

をも取り込んだ財政的基盤を有するNGOが
各地で成立しており、専門家をコーデ、ィネー

ターとし、都市政策への本格的な参画を行

っている。

5. 2 第三次ニューヨーク・リージョナル・

プラン

このような、アメリカにおける成長管理の動向

を端的に示しているものが、この程、発表された

第三次ニューヨーク・リージョナル・プランであ

る3~既に述べたように第一次計画は1922-1930 
年に策定され、第二次計画は1968年であることか

ら、実に30年ぶりの計画である。

「危機に瀕する地域」ーーというタイトルが、現

在のニューヨーク広域圏の状況を如実に物語って

いる。産業構造の変化、情報化の進展に伴うリス

トラにより、当該地域の雇用人口は、 1989年から

1992年の聞に約77万人の減少をとげた。企業立

地に係わる国際的競争力を回復すること、良質の

労働力の確保、そして、これらの経済活動を支え

る土地利用及び環境整備が第三次計画のテーマで

ある。

計画の理念は、「三つの“Eつとして明確に示さ

れている(図1)。すなわち Economy(経済)、

Equity (平等)、 Environment(環境)である。

この理念を実現するために、五つのキャンぺーン

(グリーンスワード、交通、都市センタ一、労働力、

行政)が提示されている。

このうち、“グリーンスワード"(緑の芝原の意

味:140年前にセントラル・パークの競技設計で第

一席となったフレデリック・ロー・オルムステッ

ドとカルパート・ヴォーの案の名称)は、 11の大

規模な緑地保全地を確保するためのキャンぺーン

である。これらの地域は、広域圏の水源緬養地帯、

及び貴重な野生生物の生息地であり、都市化の影

響から地域全体を保全することが、緊急の課題と

なっている。

図2は、 1928年の第一次計画と、 70年後の今回

の計画を重ねあわせて示したものである。パーク

システム型の基盤整備により緑地が確実に取得さ
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A Region at Risk A Competitive Region 

EQUITY ENVIRONMENT EQUITY ENVIRONMENT 
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ECONOMY ECONOMY 

図1 第三次ニューヨーク・リージョナル・プランの計画理念
(三つのEと、五つのキャンペーン) 出所:文献 34)

れ、今日に到っていることがわかる。また、第三

次計画の特色がパークシステム型ではなく、グリー

ンベルト型へ移行していることも読みとることが

できる。このグリーンベルトは、緑地保全という

単一の目的に資するだけではなく、地域経済の活

性化を促すことを同時に目標としている点が大き

な特色である。

緑地保全のための財源としては、ニューヨーク

市の上下水道事業から 100億ドルを充当し、様ざ

まの成長管理施策を併用するものとしている。中

でも、緑地保全のためのTDR(開発権移譲)の導

入は注目に値する施策である。これは、保全地区

に指定された地権者に対する損失補償の一つの形

態である。すなわち、保全地区の地権者は、自治

体に土地の買取りを請求するか、土地の開発権を

売却することにより、これまでの土地利用を持続

していくかを選択することができる。市場に公開

された開発権を取得したデ、イヴ、エロッパーは、開

発地域におけるボーナスを受ける特典が与えられ

る。また、緑地保全による受益者負担として、水

道料金の上乗せ、旅行者の宿泊施設への課税、保

全地域に隣接する地権者への賦課税などの導入も

検討されている。

このように、緑地の保全を実効あるものにして

いくために、財政施策に裏打ちされた多様な成長

管理技法の積み上げが行われていることがわかる。

それでは、日本における緑地計画は、どのよう

な現状にあるのだろうか。

5. 3成長管理の視点からみた「緑の基本計画」

日本においては、 1994年の都市緑地保全法の改

正に伴い、「緑の基本計画」が法定計画として位置

づけられた。これは従来から策定が進められてき

た「緑のマスタープラン」と「都市緑化推進計画J

を総合化し、住民、企業、行政が一体となり長期

的な都市の緑のヴィジョンを作成することを目的

としたものである。これは、地方分権の動きを受

けて、都市マスタープランと同様に住民参加を取

り入れたもので、現在、全国各地での取り組みが

始められている。

1996年3月に成案をみた「鎌倉市緑の基本計画」却

は、都市の成長菅理を緑地保全の観点、から具体的

施策として描き出したものであり、成熟化社会に

おける今後の都市経営の在り方に一石を投じたも

のとして評価することができる。鎌倉市の現在の

人口は17万人 (1996年)、長期計画の人口フレー
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注)この図は、 1928年に策定されたニューヨーク・リージョナル・プ
ランの第一次計画図(公園緑地計画)に、第三次計画 (1996年策
定)の緑地保存地(グリーンベルト)区域を重ね合わせて表示し
たものである。第三次計画の対象地域は、破線で表示し、グリー
ンヘルト以外の既存の公園緑地および計画区域は省略した。
第一次計画において提案された公園緑地は、区域の変更はあ
るが、着実に確保され、当初計画を上回る区域が、 70年に及ぶ継
続的施策展開の中で生み出されてきた。
文献25)，34)をもとに作成。

ニューヨーク・リージョナル・プランにおける公薗緑地とグリーンベルト計画 (1928年、 1996年)図2
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ムをゼロ成長の 17万人とすることが、計画の前提

とされた。

鎌倉市の緑は、昭和13年に風致地区が導入され、

緩やかな規制により維持されてきたが、昭和30年

代以降の丘陵地への宅地開発により急速に減少に

転じた。中でも、昭和38年、鶴ヶ岡八幡宮の背後

の丘陵地に開発問題が生じて以来、緑地の買取り

条項を含む法制度の導入は火急の問題となり、広

範な市民運動がおこった。これを受けて、昭和41

年「古都における歴史的風土の保存に関する特別

措置法J(古都法)が公布されるに到った。周年、

「首都圏近郊緑地保全法」が公布され、以来、鎌倉

市の緑地は戦前からの風致地区を含め、これらの

法と市の条例に基づく緑地保全契約等を駆使して

守られてきた。しかし、緑地の買い取り条項のあ

る特別地区の区域は極めて限定されていること、古

都地域以外の市域では、緑地保全の有効な施策に

欠けていること等から、最後に残された緑地に対

して開発問題が生じている。今回の計画は、この

ような背景のもとに、緑地の有する生態的特性、立

地の社会的条件等を検討し、図3に示すように多様

な施策を導入して、都市構造としての緑地を確保

していこうとするものである。今後の課題は、財

源確保の具体的プログラムを知何にっくり出すか

にある。

緑地保全のためのコストを誰が、どのように支

払うか。これが、日本の緑地問題の最大の課題で

あった。社会資本として緑地を認識する考え方が、

ょうやく定着しつつある今日、まちづくりと連動

した、多様な施策による財源の裏付けを有する成

長管理施策が求められている。

図3 鎌倉市緑の基本計画 (1996年〕
(実現のための施策の方針図) 出所:文献35)
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結び

本稿で得られた知見をまとめ、結びとする。

①都市の成長管理は、近代都市計画のテーマの一

つであり、緑地計画はその主要な役割を担ってき

た。その計画論は、パークシステム、田園都市論、

リージョナル・プランニング、グリーンベルトの

四つに類型化される。

②パークシステムは、アメリカで生まれた考え方

であり、緑地を成長管理の手法として位置づけた

先駆的都市計画手法であり、具体的展開が図られ

る中で、基盤整備のための財源確保の多様な手法

が生み出され、またマスタープランに基づく総合

計画を都市形成の原点に据えるという近代都市計

画の原則が育まれた。

③田園都市論の成長菅理からみた要点は、土地所

有を個人に分散させないという原則を導入するこ

とにより、非営利的グリーンベルトを恒久的に維

持するための仕組みが制度化された点にある。

④リージョナル・プランニングは、当初、田園都

市論における社会的都市の考え方に基づいて出発

したが、各国の状況に応じて多様な展開を遂げた。

田園都市論を発展させたのはイギリスであり、ド

イツでは「自然保護及び景域保全法」に基づき、国

土の永続的維持の考え方から、地域レベルに対応

した計画の体系を築きあげている。これに対して、

アメリカ及び日本では、成長管理の思想は育たず、

大都市圏の形成が促されてきた。

⑤グリーンベルトは、成長管理の伝統的手法であ

り、田園都市論、リージョナル・プランニングを

通して、 20世紀の都市計画に様々に適用された。ア

メリカでは、失敗に終わったが、新しい第三次ニ

ューヨーク・リージョナル・プランでは、財源と

多様な成長管理施策に裏打ちされたグリーンベル

トが、広域圏のインフラとして計画されている。

⑥日本においては、都市緑地保全法の改正により、

「緑の基本計画」が法定計画となった。これは、今

後の都市における緑地施策の基本となるものであ

り、成長管理の重要な一翼を担うものである。
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Green Space Planning as an Urban Strategy 
of Management and Control of Growth 

Mikiko 1shikawa * 
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How to manage and control the growth of city has been one of the most important theme in 

modern city planning. The pu中oseof this paper is to clarify the historical evolution of growth 

management methods from the point of view of green space planning. Historically， there were 

four methods， park system， garden city movement， regional planning， and green belt. 
The park system was born in United States in the middle of 19th century. Its concept was 

to establish parks， parkways and boulevard system as an infra-structure for promoting 

high-quality developments， and at the same time to preserve natural resources. It was developed 

in major cities ofU.S.A. and contributed to the formation ofmodern city planning. 

1n garden city movement， the agriculture land was established as a surrounding structure of 

self-contained city. The point of this concept was that the whole land was owned by the garden 

city co叩oration.This system was essential to maintain the low-profit structure of agriculture 

land. 

The regional planning and green belt were born in 1920's， combining the methods of park 
system and garden city movement. The concept of regional planning was spread out all over the 

world， however its achievements differed a 10t， depends on the historical background of each 
country. Eng1and had developed the idea of“Howard's socia1 cityヘandimp1emented extensive 
growth management policy. 1n Germany， the basic law for conservation of natural resources 
was established in 1930's. Since then， the sustainab1e development was the major theme of 

regiona1 planning and growth management policies have been carried out based on the 

ecological structure of 1ands. Whereas， regiona1 p1anning in U.S.A. and Japan had acce1erated 

the expansion of big cities， rather than the control of growth. 

This paperpoints out that there occured new trends of urban strategies in management and 

control of growth， both in U.S.A. and Japan. 




